衆議院内閣委員会で｢四法案｣について審議

－民主党議員が自律的労使関係の具体的なあり方を質す－

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

※詳細な議事録については、衆議院でまとまり次第改めてお送りします。

衆議院内閣委員会は９月５日10時から、８月31日に趣旨説明が行われた「国家公務員制度改革関連四法案」（以下「四法案」という。）について審議を行い、民主党から本村賢太郎議員（神奈川14区）、後藤祐一議員（神奈川16区）が質疑に立った。なお、自民党をはじめとする野党は、８月29日に参議院本会議で首相問責決議案が可決したことを踏まえ、欠席した。

審議の中で、後藤議員は、四法案については遅くとも本年秋の臨時国会で成立させなければならないことや地方公務員についても早期に法案を閣議決定・国会提出すべきであることを強調するとともに、自律的労使関係制度を措置することの意義、協約締結権の付与に伴う便益及び費用、在籍専従制度、給与法等の法律事項と政令事項の振り分け、労使協議制度や苦情処理の仕組み、などについて政府の見解を求めた。

この日の内閣委員会審議でなされた主な質疑とそれに対する答弁の概要は以下の通り。なお、連合、公務労協は傍聴行動を実施した。

＜主な質疑・答弁の概要＞

１．臨時特例減額措置が終了する2014年４月以降の給与について、政府としてどのように対応するのか。労働協約締結権に基づく労使交渉を行うためには、本年秋の臨時国会で成立させなければならないのではないか。 

＜中川国務大臣（公務員制度改革担当）＞

法案を早期に成立させ、新制度の下で人事・給与制度の改革を進めていくことが政治的にも制度的にも重要である。平成26年４月から労使交渉に基づく新しい制度を適用させるとすれば、25年度中に公務員庁を発足させて、労使交渉を行う必要がある。そのための準備期間を考慮すれば、政府としては、精力的に国会審議をし、早期に成立させていただきたい。

２．幹部人事の一元管理について、人事の弾力化により恣意的な人事が横行するとの批判に対して、どのように考えるか。 

＜中塚内閣府副大臣＞

幹部人事は適格性審査に合格し幹部候補者名簿に記載されている者の中から、内閣総理大臣及び内閣官房長官と任命権者とが協議を経て行う仕組みとしており、公正に行われなければならないことは法律に明記している。また具体的な実施方法については人事公正委員会や民間の有識者等の意見を聴きながら検討することとしており、また人事公正委員会による人事行政の改善勧告の対象にもなり、恣意的な人事が横行するといった懸念は当たらない。

３．自律的労使関係制度の措置により、組織・定員の肥大化はないと考えてよいか。その際、便益・費用についてどのように考えるか。 

＜中塚内閣府副大臣＞

公務員庁、内閣人事局、人事公正委員会といった新たな組織を設置する一方、人事院や官民人材交流センターを廃止するとともに、総務省人事・恩給局や行政管理局の関係事務についても廃止することから、組織に関する肥大化はない。定員についても肥大化にならないよう具体的な制度設計に取り組んでいきたい。

費用については、制度導入直後には増大が見込まれる交渉回数や交渉時間も、協約締結が進み交渉が円滑化していけば減ってくるだろうし、労使においても信頼関係の構築が期待される。便益については国民の行政ニーズに柔軟に対応した人事・給与制度を主体的に設計、構築していくことが可能となる。職員も公務を取り巻く環境等の理解を深め、公務員としての使命感が一層高まることも期待できる。これらを通じて、より効率的で質の高い行政サービスが国民に提供されることになると考える。

４．労働協約締結権を付与しなければ国家公務員制度改革基本法第12条の「自律的労使関係制度を措置」することはあり得ないのではないか。 

＜中川国務大臣（公務員制度改革担当）＞

労働基本権が制約され、勤務条件の決定を第三者機関である人事院勧告制度に依存している現行制度のもとでは、内閣が行政運営に責任を負う一方で、使用者としての責任が明確ではなく、職員の側も自らの勤務条件の決定プロセスに参画できない。

政府としては、使用者である内閣が時代の変化に対応して労使交渉を通じて人事・給与制度の改革を進めるとともに、職員の側も労使交渉を通じて公務を取り巻く環境や課題を共有し国民の視線を一層意識しながら職務を遂行することにより、効率的で質の高い行政サービスの資する改革ができると考えている。

このため自律的労使関係制度の内容としては、国家公務員に協約締結権を付与するとともに、人事院及び人事院勧告制度を廃止して、労使交渉を通じて、労使が勤務条件を自律的に決定できる仕組みに改めることが最善であると考えている。

５．管理運営事項の中には、組織・定員、人事評価など勤務条件に影響を与えるものもあり、民間企業では労使協議制度として具体化されている場合も多いが、効率的で質の高い行政サービスの実現の観点からも、労使協議制度などを設けて労使間で意思疎通を図ることは大変意義深いことでなないか。 

＜園田内閣府政務官＞

組織の改廃や定員の純減、人事評価制度については、それ自体は勤務条件には該当せず、団体交渉の対象とはならないが、勤務条件に影響を与える事項であることから、当局側が労働組合側にその内容や必要性を説明し、意見交換を行うことは可能である。

また、新制度の下では、労働組合と当局との間の労使関係事項についても団体交渉の対象としており、労使間のコミュニケーションの円滑化の観点から、労使関係事項として労使合意の上で、勤務条件に影響を与える制度等に関する情報提供や意見交換と行った、いわゆる労使協議の仕組みを設けることは可能である。

６．自律的労使関係制度が措置された後、労使で合意した内容はそのまま施行されるべきであり、特に立法府において労使合意と異なる法律が制定されてしまうと自律的労使関係の意義が失われかねず、勤務条件は法律ではなく政令で規定すべきだ。本法案の附則第31条第２項で「法律の委任に基づき政令で定める事項の在り方について検討」としているが、検討は労使交渉の中で検討し、合意ができたらきちんと協約で決めていくやり方をすべきではないか。 

＜園田内閣府政務官＞

法律の委任に基づき政令で定める事項のあり方の検討については、法案が成立した後、公務員庁が設置され、職員の給与について中央交渉が可能となる中で､改めて労使間においてしっかりと議論されるべきであると考えている。

７．労働組合はさまざまな社会的な役割を持って、平時からさまざまな活動を行っている面などを踏まえ、特に上部組織等における在籍専従を積極的に認めていくべきではないか。 

＜園田内閣府政務官＞

上部組織については、社会的な労働運動という観点があり、その組織の労働運動への参画の問題と考える事ができるので、ご指摘のように、そういった組織への参画もあり得ると考えている。

８．地方公務員については、協約締結権がないまま人事委員会勧告とは別に給与引下げが実施されている地方公共団体も多く、仮に今後地方３団体の理解が得られない場合でも法案を閣議決定し提出すべきではないか。国家公務員とのバランスを考え、是非とも決断してもらいたい。 

＜大島総務副大臣＞

川端総務大臣が８月31日の記者会見で「関係者の理解を深める取組みをしっかり進める中で最終的な法案の成案を得る努力を進めて、臨時国会への法案の提出をめざして全力で取り組んで参りたい」と発言しており、労使の関係者の理解を深めながら、法案の提出に努力していきたいと考えている。

以上
